
会津若松地方広域市町村圏整備組合 

ごみ減量実施計画（概要版） 
令和 2年 3月策定 

 

１ 趣旨 

  この計画は、構成市町村における地域住民、事業者、行政がそれぞれ目標や情報等を 

共有しながら具体的な取組を掲げつつ、ごみ減量とリサイクルの取組を着実に推進し、 

資源循環型社会を目指そうとするものです。 

 

２ 計画期間 

  令和２年度～令和７年度（新ごみ焼却施設の稼働開始年度／目標） ６年間 

 

３ 現状と課題 

⑴ 現状 

〇 人口減少の影響もあり、ごみの総排出量（※）は、緩やかな減少傾向となってい 

ます。 

  ※ 燃やせるごみ、燃やせないごみ、資源ごみの合計です。 

〇 『家庭系ごみ』は減少傾向にありますが、『事業系ごみ』は減量化が進んでいま 

せん。 

  〇 １人１日当たりの排出量は減少傾向を示しつつも、当組合圏域の排出量は全国平

均を２０％近く上回っています。 

  〇 『資源ごみ』のリサイクル率（※）は、減少傾向にあります。 

    ※ リサイクル率（％）＝リサイクル量（ｔ）÷総排出量（ｔ） 

⑵ 課題 

 ① リサイクル量及びリサイクル率の向上（資源ごみの分別徹底） 

 ② 事業系ごみの分別・リサイクル体制の充実 

 ③ １人１日当たりの排出量の削減（ごみを出さない対策） 

 ④ 地域住民・事業者のごみ減量（分別）に対する意識の高揚 

 ⑤ 高齢社会への対応（施設等事業系ごみの増加、空家やごみ排出困難者への対策） 

 

４ 目標の設定【広域圏全体/（注）各構成市町村の目標値も別途定められています。】 

 ⑴ ごみ総排出量の目標値  

① １人１日当たりの排出量 

区 分 平成３０年度（実績） 令和７年度（目標） 

家庭系   ７７８ｇ／日 ７０８ｇ／日 

事業系   ３１６ｇ／日 ２３０ｇ／日 

合 計 １，０９４ｇ／日 ９３８ｇ／日 

【 削減目標 】 １５６ｇ／日（１４．３％）の削減 

 ※全国平均 ９２０ｇ／（平成２９年度）、９１８ｇ／（平成３０年度） 

 当組合（１０市町村で構成）では、現在のごみ焼却施設が建設から３０年以上経過し

老朽化が著しいことから、令和７年度の稼働開始を目標として、新たな施設整備を予定

しています。 

 この計画は、環境負荷の低減や新たな施設の整備事業費の抑制に向けて、構成市町村

全体で、ごみ減量の取組を着実に推進するための指針として策定しました。 



   ② 年間排出量 

区 分 平成３０年度（実績） 令和７年度（目標） 

家庭系 ５２，７２３ｔ ４３，９９７ｔ 

事業系 ２１，４５６ｔ １４，３３１ｔ 

合 計 ７４，１７９ｔ ５８，３２８ｔ 

【 削減目標 】 １５，８５１ｔ（２１．４％）の削減 

   ③ リサイクル率 

区 分 平成３０年度（実績） 令和７年度（目標） 

リサイクル量 １０，３０８ｔ １２，４０４ｔ 

リサイクル率   １３．９％   ２１．３％ 

【 向上目標 】 ７．４％のアップ 

 

  ⑵ 燃やせるごみの減量化とリサイクル（重点目標） 

   ① １人１日当たりの排出量 

区 分 平成３０年度（実績） 令和７年度（目標） 

排出量 ９０２ｇ／日 ７２２ｇ／日 

【 削減目標 】 １８０ｇ／の（２０．０％）の削減 

   ② 年間排出量の削減 

区 分 平成３０年度（実績） 令和７年度（目標） 

家庭系 ４０，０８４ｔ ３０，９７３ｔ 

事業系 ２１，０３９ｔ １３，９３６ｔ 

合 計 ６１，１２３ｔ ４４，９０９ｔ 

【 削減目標 】 １６，２１４ｔ（２６．５％）の削減 

 

５ 目標達成に向けた主な取組（重点施策） 

区 分 住 民 事業者 行 政 

⑴ 紙ごみ  

 のリサイ 

クル 

段ボール、新聞、雑誌、 

雑紙の分別徹底とリサ

イクル 

事務文書や紙類のリサ

イクル、ペーパーレス

化、過剰包装の抑制 

雑紙の分別、紙ごみのリ

サイクルに対する周知・

啓発活動 

⑵ 生ごみ 

 の減量 

生ごみの水切り徹底、コ

ンポスト容器等の活用、

食品ロスの減少 

3010運動（※）の呼びか

け、売れ残り食品の適正

なリサイクル 

コンポスト導入助成の
拡大、県の食品ロス推進
事業の周知 

⑶ ごみの 

分別、３

Ｒの推進 

紙類・プラスチック製容

器包装の分別、集団資源

回収への参加 

リサイクル業者の活用、

工業団地等の資源物共

同回収 

リサイクルに係る新し

い分別品目の検討、分別

徹底に関する周知・啓発 

※ 宴会時の最初の 30分と最後の 10分は料理を楽しみ、おいしく食べきる取組 

 

６ 進行管理 

  ＰＤＣＡサイクルの手法により効率的・効果的な施策を検討するとともに、構成市町 

村ごとに取組の成果を評価・検証していきます。 

 また、地域住民の皆様や事業者との情報を共有するため、取組の経過や実績等を当組

合及び構成市町村のホームページ等で広くお知らせしていきます。 

【問い合わせ先】 環境センター（業務係） 電話 0242‐27－9004 

         〒965-0858 会津若松市神指町大字南四合字深川西 292番地 2   


